（別紙１４－９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護予防日常生活支援総合事業用）


介護保険法第１１５条の４５の５第２項に規定する介護保険法施行規則第１４０条の
６３の６に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるものに該当し
ない旨の誓約書

                                             　　         　　　　　年　　　月　　　日


　（あて先）かつらぎ町長

                               申請者  法人所在地
                               
                                       法人名称

                                       代表者職・氏名  　　              　             


申請者が介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の５第２項に規定する介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１４０条の６３の６に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるものに該当しないことを誓約します。              　　         　　　　 
	介護保険法（平成９年法律第１２３号）
（指定事業者の指定）
第１１５条の４５の５　第１１５条の４５の３第１項の指定（第１１５条の４５の７第１項を除き、以下この章において「指定事業者の指定」という。）は、厚生労働省令で定めるところにより、第１号事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第１号事業を行う事業所ごとに行う。
２　市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が厚生労働省令で定める基準に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるときは、指定事業者の指定をしてはならない。
介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）
（法第１１５条の４５の５第２項の厚生労働省令で定める基準） 
第１４０条の６３の６　法第１１５条の４５の５第２項に規定する厚生労働省令で定める基準は、市町村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。 
１　第１号事業（第１号生活支援事業を除く。）に係る基準として、次に掲げるいずれかに該当する基準
イ　介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省令第４号）附則第２条第３号若しくは第４条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。ロにおいて「旧指定介護予防サービス等基準」という。）に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準の例による基準又は指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３７号。ロにおいて「指定介護予防支援等基準」という。）に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準
ロ　旧指定介護予防サービス等基準に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係るものに限る。）に係る基準又は指定介護予防支援等基準に規定する基準該当介護予防支援に係る基準の例による基準
ハ　平成２６年改正前法第５４条第１項第３号又は法第５９条第１項第２号に規定する離島その他の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者等が、平成２６年改正前法第５４条第１項第３号又は法第５９条第１項第２号に規定するサービスを受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準
２　第１号事業に係る基準として、当該第１号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準（前号に掲げるものを除く。）　
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（別紙１４－９）                                   （介護予防日常生活支援総合事業用）       介護保険法第１１５ 条 の４５の５ 第２項 に 規定 する介護保険法施行規則第１４０条の   ６３の６に従って適正に第１号事業を行うことができないと認められるものに 該当し   ない旨の誓約書                                                                       年     月     日         （あて先） かつらぎ町 長                                      申請者    法人所在地                                                                             法人名称                                             代表者職・氏名                                    ○ 印           申請者 が 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 第１１５条の４５の５第２項 に 規定する介護保険法施行規 則（平成１１年厚生省令第３ ６号）第１４０条の６３の６に従って適正に第１号事業を行うことができないと 認められるものに該当しない ことを誓約します。                                     

介護保険法（平成９年法律第１２３号）   （ 指定事業者の指定 ）   第１１５条の４５の５   第１１５条の４５の３第１ 項の指定（第１１５条の４５の７第１項を除き、以 下この章において「 指定事業者の指定」という 。） は、厚生労働省令で定めると ころにより、第１ 号 事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係る当該第１号事業を行う事業所 ご とに行う。   ２   市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が厚生労働省令で定める基準に従って適正 に第１号事業を行うことができないと認められるときは、指定事業者の指定をしてはならない。   介護保険法施行規則（平成 １１年 厚生省令第 ３６ 号）   （ 法第 １１５ 条の ４５ の ５ 第 ２ 項 の厚生労働省令で定める基準）     第 １４０ 条の ６３ の ６   法第 １１５ 条の ４５ の ５ 第 ２ 項 に規定する厚生労働省令で定める基準 は 、市町 村が定める基準であって、次のいずれかに該当するものとする。     １   第 １ 号事業（第 １ 号生活支援事業を除く 。 ）に係る基準として、次に掲げるいずれかに該当する基 準   イ   介護保険法施行規則等の一部を改正する省令（平成２７年厚生労働省 令第４号 ）附則第２条第 ３号若しくは第４条第３号の規定によりなおその効力を有するものとされた 指定介護予防サービ ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的 な支援の方法に関する基準 （平成１８年厚生労働省令第３５号。ロにおいて「旧指定介護予防サ ービス等基準」という 。 ）に規定する旧介護予防訪問介護若しくは旧介護予防通所介護に係る基準 の例による基準又は 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 （平成１８年厚生労働省令第３７号。ロにお いて「指定介護予防支援等基準」という 。 ）に規定する介護予防支援に係る基準の例による基準   ロ   旧指定介護予防サービス等基準 に規定する基準該当介護予防サービス（旧介護予防訪問介護及 び旧介護予防通所介護に係るものに限る 。 ）に係る基準又は 指定介護予防支援等基準 に規定する基 準該当介護予防支援に係る基準の例による基準   ハ   平成２６年改正前 法第５４条第１項第３号 又は 法第５９条第１項第２号 に規定する離島その他 の地域であって厚生労働大臣が定める基準に該当するものに住所を有する居宅要支援被保険者等 が、平成２６年改正前 法第５４条第１項第３号 又は 法第５９条第１項第２号 に規定するサービス を受けた場合における当該サービスの内容を勘案した基準   ２   第１号事業に係る基準として、当該第１号事業に係るサービスの内容等を勘案した基準（前号に 掲げるものを除く 。 ）    

   

